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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 

第１９回 原子力小委員会 

 

日時 平成31年２月22日（金）13：59～15：57 

場所 経済産業省 本館17階 第１～第３共用会議室 

議題 ・原子力の自主的安全性向上について 

 

○安井委員長 

 実はまだ時間が１分ぐらい前なんでございますけれども、全員おそろいでございますので、

ただいまより第19回の原子力小委員会を開催いたします。 

 委員並びに専門委員の皆様方におかれましては、大変ご多忙中のところをご出席いただきま

してまことにありがとうございます。 

 本日の小委員会でございますが、一応、題は原子力の自主的安全性向上ということになって

おります。実を言いますと、この題というのは、かなり私にとって意味がありまして、原子力

の何かにかかわるということになったのは、大分前に行われていたこのワーキンググループで

同じ名前のが行われていて、ちょっと覚えていますが何かかなりの方と一緒にそういうことを

やっていたという、そういうことがありまして、なかなか大変な問題だとは思いますが、大変

重要なことかと思っております。 

 それでは、まず事務局側から資料の確認並びに委員の出席状況のご報告をいただきたいと思

います。 

よろしくお願いします。 

○松野原子力政策課長 

 ありがとうございます。 

 まず、資料のほうですけれども、ｉＰａｄでご用意していますが、不備、不具合がございま

したら、事務局までお申しつけください。 

 委員のご出席の状況は、資料の座席表にてかえさせていただきたいと思います。 

 今日はプレゼンターとして、電事連さんのほうから事務局長代理、富岡さん、そして原子力

エネルギー協議会からは、理事長の門上さんにご出席を賜っております。よろしくお願いいた

します。 

 あと、オブザーバーとして原子力安全推進協会の平岡さん、電力事業研究所原子力リスク研

究センターの横尾様にもご参加いただいております。どうぞよろしくお願いいたします。 
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 それでは、プレスの撮影はここまでとさせていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、早速でございますけれども、本題に入りたいと思います。 

 先ほど申し上げましたように、今回の小委員会の議題は原子力の自主的安全性向上というこ

とでございます。 

 今回はその複数のプレゼンを一気にやっていただきまして、その後、自由討論という、そう

いう予定を組ませていただいております。そうでないといつ終わるかわからないものですから、

そういう形にさせていただいております。 

 まず事務局のほうから、原子力の自主的安全性向上に関するこれまでの取組についてという

ことでご説明をいただきました後に、森中専門委員並びにあとお二人のプレゼンターから、そ

れぞれの取組に関しましてご説明をいただきたいと思います。 

 そして最後に、再び事務局のほうから、原子力の自主的安全性向上に係る今後の方向性とい

うことで１つの案をご提案させていただいて、それで委員の皆様にご議論いただくという、そ

ういうことになっております。 

 今日時間が多分、かなり足りない可能性がありまして、また例によりましてあれなんですけ

ど、できるだけプレゼンター並びにご質問を簡略にいただきたいと思います。よろしくお願い

いたします 

 それでは、松野課長、お願いいたします。 

○松野原子力政策課長 

 それでは、資料３をごらんになっていただきまして、これまでのこの課題についての議論につ

いて簡単にご報告させていただきますけれども、資料３の３ページにいっていただきまして、こ

れは第17回のこの小委員会で整理をさせていただいておりますけれども、「不断の安全性向上」

の重要性ということを前にしたときに、さまざまな取組が必要だということで、まずは事業者さ

ん、各電力事業者さんごとの取組、そして産業大での取組、そしてあらゆる関係者を巻き込んだ

取組ということで、３つの形で整理をさせていただいております。それぞれ事業者さんにおかれ

ては、マネジメント強化ということをはじめとした課題、そして産業大では、これは新しく組織

を立ち上げて、そしてそこで業界横断的な知見を結集して安全性の追求を目指すというご議論、

それがＡＴＥＮＡの設立につながっているということかと思っております。そして３つ目の全て

の関係者による取組ということで、これは我々行政等も含めたサポート強化ということで、ガイ
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ドライン、そしてインセンティブ等々のご議論をいただいたかと思います。 

 そして、次、ページをめくっていただきまして、これは具体的な各委員のご発言のポイントを

まとめさせていただいております。原子力の安全文化・組織文化といった議論、政策当局の役割、

そして業界の取組、そして情報公開とかコミュニケーションについても一層取り組む必要がある

という、こんなご議論をいただいたかと思います。 

 そして５ページ目ですけれども、今日これからご説明いただきますけれども、事業者さんの取

組ということで関電さんから、産業大の組織、取組として電事連さん、そしてＡＴＥＮＡさん、

そして最後に我々エネ庁のほうから、３つの整理に応じてご議論を賜りたいと思います。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、早速でございますけれども始めさせていただきたいと思います。 

 それでは、最初のご説明いただきますのは、関西電力の取組についてということで、森中専

門委員様からお願いをいたします。よろしくお願いします。 

○森中専門委員 

 森中でございます。 

 本日は関西電力のこれまでの実績、安全性向上の取組についてご説明させていただきます。 

 まず、右肩２ページですが、自主的安全性向上を語るに当たりまして、ちょうど15年前にな

りますけれども、私どもは、美浜３号機の２次系配管破損事故、５名の方が本当に尊いお命を

亡くされ、６名が重症を負われるという大事故を起こしました。それをきっかけに、私ども、

やはり自主的に安全性を向上していくことの大事さというものを社内で確認してまいりました。 

 ３ページ目ですが、これは平成16年８月９日に起こった事故を受けまして、大きく反省した

点というのが何点かありますけれども、一番大事な点は、上に書いておりますが、「経営から

一人ひとりの社員まで 全社で」というワードでございます。この当時、全社で当然原子力を

やっておりましたが、やはりどうしても原子力部門の中で仕事を進めていこうというような雰

囲気も結構ございまして、この「全社で」というところが、一番大きな反省の視点でございま

した。そのために、書いております社長宣言、それから安全に対する取組を風化させないため

の仕組みづくりというものを、ここに書いております３点について行ってまいりました。 

 まず１点目は、４ページ目の客観性、妥当性の担保ということです。社長をヘッドといたし

まして、会議体をいくつかつくり、社外の有識者の方に入っていただいた安全検証委員会、こ
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ういうものをつくって、毎年ＰＤＣＡを回していくという、まず形といいますか、客観性、妥

当性の担保というものを考えました。もちろんこういったものをつくっても、実際に地元の皆

さん方からご意見を賜るということは非常に大事でございます。 

 ５ページのところでは２点ほど書いておりますけれども、まず右側の写真が社長対話、左側

の写真が膝詰め対話です。これは社長や役員が、協力会社の方、あるいは社員でいいますと担

当の人の意見もいろいろ聞くもので、こういった活動をずっと行っているところです。 

 ６ページのところに書いておりますが、いろいろな活動を行うのもいいのですが、やはり組

織の状態、今どういうふうに向いているのかということを継続的にずっとモニタリングすると

いうこともあわせて非常に大事だと思っております。ここでは、１つ例を書いておりますけれ

ども、こういったアンケートを数十項目、毎年ずっととり続けております。やはり、事故を起

こした後、それから福島の事故が起こった後、ずっと停まっているとき、さらに今私どもでし

たら再稼働をしていくというところで、やはり所員の士気、それから意識とかにより、アンケ

ート結果が大きく変わってきます。あるいは、非常に厳しい、電力も競争時代に入っておりま

すので、当然のことながら不必要なコストはかけないというのは当たり前のことですので、そ

ういったことも活動として行いますと、すぐこのアンケート結果にはね返ってきます。そうい

うものを見て、常に軌道修正をしていくというところが非常に大事だなと考えております。 

 ２点目は、こういった活動をしていたんですが、福島第一の事故が発生したということで、

取組を修正しております。まず、私どもの反省として３点、８ページに挙げております。 

 まず１点目は、世界の安全性向上活動に学び、自主的に改善する取組が不足していたのでは

ないかという点です。これは当時、この福島第一の事故が起こる前は、比較的、国内の原子力

発電所は順調に運転しておりまして、稼働率もかなり高い状況でした。どうしても慢心といい

ますか、そういうものが出てくる。それを反省したのが１点目でございます。 

 ２点目は、シビアアクシデント対策で、当時もシビアアクシデント対策をいろいろ行ってお

りましたが、ある意味、本気度の話というのがあったと思っています。 

 ３点目は、これは私の反省でもあるんですが、規制の枠組みを超えて自ら安全性を高める活

動を継続しなければ大事故が起こるという点です。つまり規制を守っていても事故は起こると

いうことを、このとき強く肝に銘じました。当たり前の話なのですが、予期しない大事故が起

こると、規制がどんどん充実してくる、これはほかの業界でも当たり前のことですけれども、

原子力も例外ではありません。ですから、結局大事故を起こさないためには、自ら常に安全性

を向上させる努力を続けていかなければいけないというのが一番のポイントだと考えておりま

す。 
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 まず、その世界に学ぶという点ですが、９ページにいろいろ書いてありますけれども、アメ

リカ、ヨーロッパ含めまして、いろいろなところとほぼ毎年ずっと情報交換を行っています。

行ったり来たりしているんですが、確かに海外へ行くと学ぶことが非常に多くございます。そ

こまでやっているのかと、日本の安全対策について言われることもありますけれども、海外で

は同じような効果のものをものすごく簡便にやっているところもたくさんございますので、非

常に勉強になります。 

 それから国内の電力との相互協力、10ページ目に書いています事業者間協定を活用して、災

害時、あるいは西日本の５社で廃炉等の検討も行っております。下のほうに独立オーバーサイ

トの実施と書いております。これはＷＡＮＯの指摘がございまして始めたものですけれども、

ほかの電力さんから数名来ていただきまして、発電所でいろいろな分野にわたって、お互いに

その改善点がないかを見るというものです。何回かやっていますけれども、これは受けるほう

も非常に勉強になりますし、実は行くほうもすごく勉強になるというので、ものすごくいい活

動だと考えています。 

 その独立オーバーサイトのレビューの結果の一例を書いておりますけれども、紹介しません

けれども、本当に来る人も受けるほうもいい刺激があり、今後もずっと継続していきたいなと

思っております。これは大飯発電所の例を書いておりますが、今週、高浜発電所でも同じよう

なレビューを行っている状況です。 

 それから２点目、12ページのシビアアクシデントへの対応の強化ですが、まず、休日を含め

た体制を大規模に増強しております。 

 また、13ページのところ、去年行ったものですけれども、大飯、高浜の同時発災といったも

のも含め、防災訓練行っております。ただ、住民の方も参加されるこういった訓練はどうして

もシナリオありきになりますので、シナリオを提示しない訓練もあわせて行っております。 

 それから、14ページの原子力の緊急事態支援組織の活用ということで、原子力事業者が共同

で美浜に支援の拠点をつくりまして、災害時に資機材、それから教育を受けた要員を派遣する

ことになっております。上のほうに書いていますけど、無線のロボットや重機といったものを

準備しているところでございます。 

 次に、15ページの安全性を自ら向上させる活動の継続ということで、福島第一の事故を受けて

何点か改良しておりますが、これを継続的にずっと行っていく必要があるということから、社達

を定め、社長名で発表して、さらに社達に基づいて自主的安全性向上のロードマップを策定し、

これを実施するとともに毎年公表していくという活動を行っております。そのロードマップです

が、概要を17ページに書いておりますが、全部で５つの柱にまとめております。安全最優先の理
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念の浸透および定着からコミュニケーションの充実まで、こういったものについて取り組んでお

ります。 

 まず、18ページの安全性向上に関する基盤整備についてです。私どもは、若狭地域に発電所が

集中しているということもあり、美浜の事故の後、原子力事業本部、すなわち本店機能を美浜に

移しました。ですから比較的、発電所に近いところに原子力の全ての組織がありますけれども、

その中で安全を司る部門について、先ほども申し上げたように、すごく調子のいいときには、軽

んずるわけではないですけれども、ポジションが少なくなっていました。それをやはり安全が大

事だということで、原子力事業本部、それから発電所のほうにも安全を専門に見る所長クラスの

人材を置いて対応するようにいたしました。 

 19ページはまた全然違う例ですが、常設のポンプが使用できない場合に使う、可搬型の低圧注

水ポンプがございます。万が一、自社の可搬型低圧注水ポンプが壊れたときに、他の電力さんの

発電所から持ってきても使えないと困るので、アタッチメントを準備しておきどこの発電所でも

使えるものにする、こういった活動も、地道ですけれども、やはり大事なことだと思っておりま

す。消防車がどこへ行ってでもきちんと使えるように、こういった付属品もあわせて検討してき

ました。 

 それからもう一つのポイントは、定期検査終了後に、安全性向上の評価書を、提出しておりま

す。20ページは既に提出した高浜３号機の例です。大きくは３つの章に分かれておりまして、特

に大事なのが第２章、第３章というところだと思っております。例えば21ページの保安活動の評

価について、８つほど保安活動がありまして、それらについて評価を行って、さらに追加措置を

抽出し、これらの措置を今後やっていくということを公表しております。 

 また、22ページ目ですが、いろいろな対策をとりましたので、１つの目安であります確率論的

リスク評価についてもかなり値が変わってきております。レベル１、レベル1.5、レベル２と書

いておりますが、ご覧いただきますと、例えば炉心損傷する頻度が、出力時は19分の１に、停止

時は1,000分の１になっており、ものすごく安全性は向上しているということが実態としてござ

います。こういったものをご覧いただきますと、頻度が10のマイナス７乗、８乗のレベルになっ

てきておりまして、ここから更に劇的に下げるというのはなかなか難しいですが、こういったも

のを常に見ながら対策を考えております。 

 そういった中で23ページに、ＰＲＡの結果から検討した例として、シャットダウンシールにつ

いて書いています。これは１次冷却材ポンプのシャットダウンシールを設置しまして、漏えいを

防止しようというもので、新しい技術を採用しております。 

 さらに地域の皆さん方とのコミュニケーションの充実というものも積極的に行っております。
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24ページでは、右のほうを見ていただきますと、美浜の例を書いております。美浜発電所では、

先ほど申し上げました十数年前の事故以降、社長が毎年行って、地域の代表の方と意見交換を行

っております。これは毎年ずっと行っておりますので、継続性もございますし、地元の方々から

も非常に大事だと評価いただいているところでございます。 

 最後になりますけれども、今後の課題についてです。安全対策をいろいろやっておりますが、

やはり課題がございます。 

 一つ目は26ページの、技術伝承における課題と運転プラントの活用という点です。かなり長期

にわたってプラントを停止しておりました。再稼働を果たしたプラントを活用して、電力業界全

体で相互協力しながら、技術力の維持・向上に努めております。実際に稼働プラントへの他の電

力さんからの運転員の受入れを行っており今のところ、私どもだけでも50名ぐらいの受入れを行

っておりまして、これは今後も継続してまいりたいと考えております。 

 もう１点が、やはり人材を中心とした課題です。福島第一の事故以降、アゲインストの風がず

っと吹いておりますけれども、人材の流出、あるいは優秀な人材の獲得が難しくなっているとい

う点がございます。これらは、産業の根本に係わることなので、やはり先、将来について見える

形できちんと示していって、優秀な方に来ていただくという活動をしていくことが、私どもの今

一番大事な仕事であると考えております。 

 以上でございます。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。時間厳守でやっていただいて、ありがとうございます。 

 それでは、続きまして電事連、ＮＲＲＣ、ＪＡＮＳＩの取組についてということで、富岡事

務局長代理様からご発表をお願いします。 

 よろしくお願いします。 

○富岡事務局長代理 

 電気事業連合会の富岡です。 

 資料５を使いまして、今、産業界大で各種組織がありますが、およそどういった安全性の向

上の取組をしているかということについて、簡単にご説明いたします。 

 まず１ページ目ですが、これはおよそ１年前に、こちらの総合資源エネルギー調査会自主的

安全性向上・技術・人材ワーキングに出た資料を一部修正したということで、本日お出しして

います。青い字が追加されたところですので、そこをご説明したいと思いますが、この図その

ものは安全性向上に関しまして、第一、第二、第三段階、ステップ上に活動を従事させていく

と。そのときに、業界大の取組とリスク情報をどう活用するかということと、自主規制活動を
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どうやって行っていくかというようなことについて説明したものです。青いところが新しく活

動している部分ですけれども、１つは業界大の取組としまして、先ほども言いましたように、

2018年７月にＡＴＥＮＡを設立して、安全性の向上に取り組んでいるというのがありまして、

これについては、次のＡＴＥＮＡの門上理事長のほうから詳しくご説明いたします。 

 それからリスク情報の活用のところですけれども、これはいわゆる確率論を用いた安全評価

を、いかに実践のプラントの安全性向上につなげていくかというこことでありますが、およそ

今まで強化してまいりましたのは外部事象、いわゆる地震とか津波とかに関するリスク手法の

研究・開発、それから既存ツールを使っていかにそのリスク情報を活用するという実践を行っ

ていくかというようなこと、それから産業界としての安全目標の検討ということであります。

今後こういったものをさらに応用しまして、右側の青いところですが、設計基準を超えた状況

も想定した効果的なリスク低減ですとか、運転保守管理におけるリスク情報の活用ということ

につなげていきたいということです。 

 それから３番目の自主的規制活動、これはいわゆるＪＡＮＳＩというところで、いわゆる事

業者の中での第三者というような立場から事業者の活動を自主規制していくということであり

ます。およそＪＡＮＳＩの活動ですけれども、第二段階のところでリスクマネジメントシステ

ム確立の支援ですとか、安全文化醸成活動の継続支援ですとか、そういったことをやってきて

いまして、今後も安全文化醸成支援活動については強化していくというようなことで考えてお

ります。 

 一方、ＮＲＲＣとＪＡＮＳＩについては、およそ概略をご説明いたします。 

 ２ページ目がＮＲＲＣの活動ですけれども、先ほど申し上げましたように、目的は、そこの

一番上にありますけれども、リスク情報の活用の実現ということで、実務においてリスクとパ

フォーマンスの情報を活用して意思決定を行うということがポイントであります。その左側の

絵に、橙色の絵がありますけど、パフォーマンスの監視・評価ということでデータを集めて、

それをリスク評価ということで定量的に評価して、意思決定、実際にプラントの安全管理をど

うしていくかということを変更する、改善するというようなサイクルを回していくということ

であります。これについてフェーズ１、フェーズ２とありますけれども、2020年までは今ある

ツールでとにかく実践をしていくと、意思決定に使っていくと。2020年以降、現在、ＲＯＰな

どが導入される予定ですので、さらに充実した活動にしていくということであります。 

 ３ページは実際の活動の具体例ですので、ごらんになっていただければよろしいかと思いま

すので、説明は省略します。 

 ４ページがＪＡＮＳＩの活動ですが、先ほども言いましたように、ＪＡＮＳＩは事業者の中
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でも自主規制ということですので、第三者というような立場で活動しているということであり

ます。第三者として事業者の活動を見て、必要なところを改善していくべく支援するというこ

とですが、その絵にありますように、幾つかの事業者がある中でそれを皆、世界トップレベル

のところに合わせていくように展開していくというのが基本的な考え方であります。これも、

かつ国際的なレベルに持っていくということであります。その真ん中の効果的なピアレビュー

の支援の実施のところの２番目に書いてありますけれども、こうした世界トップレベルを目指

すに当たっては、いわゆるピアレビューというやり方をしていまして、いわゆるほかの発電所

の専門家の方が来て、真摯に質疑応答して、それで改善点を見つけ、改善をしていくというよ

うな活動になるわけですが、その質疑応答が公開されますと、なかなか正直に、発電所の方の

ほうが少し正直に話すのを躊躇するというようなことがあってはいけないので、この部分につ

いては情報公開の対象から外しているというようなことで、このピアレビューを実効的に確保

するというようなやり方をしていました。これは世界的に見てもＷＡＮＯ、ＩＮＰＯ、同じよ

うな考え方でやっているということであります。 

 ５ページがＪＡＮＳＩの活動についてということで、今のピアレビューを中心としたところ

ですが、そのほかにも、そこにあるような活動をしておりまして、右側の安全文化醸成活動み

たいなところは、そこにあるような写真で、会社に伺って、そういったキャラバンとかセミナ

ーとかを実施していると。こういったような情報はホームページでもごらんになることができ

るということであります。 

 以上です。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、続きましてＡＴＥＮＡの取組についてということで、門上理事長からお願いいた

します。 

○門上理事長 

 昨年７月に発足しました原子力エネルギー協議会、ＡＴＥＮＡの理事長をやっています門上

でございます。本日はＡＴＥＮＡの概要と、これまで約半年間、どのような取組をしてきたか

ということについて簡単に触れさせていただきたい、そのように思います。 

 １ページ目ですけれども、繰り返しになりますけれども、昨年７月１日にできたばかりの組

織でございます。何を目的としているかということですが、福島の前は、いわゆる事業者、電

力会社の方が主体となって対応しておった、あるいは当時の規制を守ることを一義的に対応し

ていた等々のことも踏まえて、我々としては産業界全体、これは後ほど出ますけれども、電力
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会社以外のメーカー、あるいはゼネコン、そういったような全体のリソースをうまく活用して、

我々なりの対策を立案して、それを自主的、自律的に、継続的に進めていくと、そういったよ

うな目的のもとに設立した組織です。 

 役員は、私は理事長、私はメーカーは三菱重工、昨年の４月まで重工に在籍しておりました。

職員としましては、これは電力会社、あるいはメーカーから、ここに書いておりますような分

野のスペシャリスト、安全設計ですとか機械設計、電気計装等々のスペシャリスト、その道の

第一人者クラスの方に参集いただいて、メンバーとして仕事をしていると、そういう状況です。 

 設立の会員は、そこに書いておりますように、原子力発電所を有している電力会社11社です

ね。あと、いわゆるプラントメーカー、日立さん、東芝さん、それから三菱重工、三菱電機と、

この４社、プラス関連原子力団体、こういうような格好で設立しております。 

 ２ページ目ですけれども、どのような活動をしているかと。大きく２つ書いております。１

つは先ほど申し上げましたように、我々なりに共通的な技術課題を抽出して、それを現場に落

とし込んでいくと。やっぱりきちんと効率的に現場に落とし込んでいくということが非常に重

要だと認識しております。そういうＰＤＣＡサイクルを回すことによって、安全性向上の取組

を定着させていく。もう一つは、これは昨年の２月になりますが、電力事業者が、これからは

リスク情報を活用してプラントのマネジメントをしていくというようなことで、戦略プランと

アクションプランを立案されています。それに、我々としても我々の活動を通じて、連携、支

援をしていきたいと。いずれにしましても、一番大事なポイントは規制当局と対話をして、か

つ社会とのコミュニケーションを図っていくと、そういうことであろうというふうに思ってお

ります。 

 ３ページ目が、業界の中でどういう立ち位置になっているかということ、仕事の内容も含め

て簡単に示しております。３つ、大きく書いております。１つは、繰り返しになりますけれど

も、我々が原子力産業界全体で取り組むべき共通的な技術課題、安全にかかわる技術課題を抽

出して、その対策案を立案して、②番に書いていますように現場に落とし込んでもらうと。今

申し上げたようなプロセスにおいて、都度、規制当局とお話をして、彼らと安全を担保すると

いう共通の目的は当然同じなので、そこで同じ目的のもとで議論を深めて共通認識を持ちたい

と、そういうふうに考えております。 

 ４番目は、これは少し細部に入りますが、我々のどういう運営をしているか、ガバナンスを

簡単に示しております。「ステアリング会議」と書いておりますのが、いわゆる株式会社でい

いますと、取締役会ですね。ここでは最高の意思決定機関ということで、電力会社及びメーカ

ーのＣＮＯ、原子力の責任者クラスの方に参画していただいて、ここで物事の判断を最終的に
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下すということで考えております。具体的な、詳細な検討は一番下にワーキンググループと書

いております。ここで、我々だけでは何もできませんので、業界の内、あるいは業界の外の有

識者の人に集まっていただいて、そこで議論を戦わせて、レポートなり何なりをつくると。そ

れをステアリング会議のほうで吸い上げると、そういうような格好で今後回していきたいと、

そういうふうに考えております。いろんなプロセスで出てきますアウトプットについては、都

度公開していきたいと、このように考えております。 

 ５ページ以降は、昨年７月に設立して約半年強、どのようなことをこれまでやってきたかと

いうことを簡単に示しております。大きく２つのことに取り組んできております。１つは、繰

り返しになりますけれども、技術課題を、テーマを抽出して、既に検討に着手しているという

状況です。技術課題としましては、また後ほど簡単に触れさせていただきたいと。 

 ２つ目は、我々だけでは組織として非常にまだできたばかりで、何も単独ではできにくいと

いうことで、国内あるいは国外の諸団体と連携するということで、そういう基盤の構築をして

きたということでございます。 

 ６ページ目、まず１つ目の技術課題への取組の状況です。取組姿勢として我々なりに整理し

たのが３つ書いております。これまで規制の範囲内をメインでやってきたという反省に基づい

て、規制は当然守るんですけれども、それに加えて我々が一歩先んじて、みずから考え出して

新たな対応をしていくということで、このためには世界各国を含めた新知見ですとか、新技術

をきちっとフォローして、それを活用していくというような考え方。 

 それから２つ目は、これまで福島が起こって８年近くたっております。その間にいろんな安

全対策を実施しております。そういったようなものが本当に見直す余地がないのかと常に問い

直す、そういう姿勢を持っていきたいと。とりわけ一番不確定要素が多い外的事象、こういう

ものについては新しい知見も出てまいります。そういうものを踏まえて、その備えをやってい

きたいと。 

 それから３つ目は、これは純技術的な話ではないのですけれども、自主的ないろんな対応を

我々なりにやってスパイラルアップしようということになりますと、やはり我々自身の仕事の

仕組みですとか、あるいは場合によっては規制当局とのやりとり、あるいは規制のあり方も含

めて何らかのその見直しが必要になる可能性があるということで、そういったものについても

検討を進めたいというふうに考えております。 

 ７ページ目は、先ほど技術課題ということで、お手元の参考資料２、そこに課題のリストが

あります。昨年７月に組織が立ち上がって、電力会社、あるいはメーカー、あるいは実際の発

電所の現地の実態調査等々を行って、約200項目の技術課題を抽出しております。その中で重み



 12 

づけ等々を行った結果として、今現在13項目の技術課題を抽出して、それに鋭意取り組んでい

ると、そういう状況でございます。 

 １つのテーマの例として８ページ目と９ページ目に書いております。ここではサイバーセキ

ュリティ対策導入ガイドラインと。これはこのタイトルをお読みになったらもうご理解いただ

けると思いますけれども、もちろんサイバーセキュリティ、ある程度はやっておるんですけれ

ども、やはり世の中はどんどん進んでいると。それから諸外国も含めて最新の動向をきちんと

確認した上で、我々なりに業界としての自主的なガイドラインをつくっていこうということで

今、検討を進めています。大きく３つ書いておりますけれども、マネジメント的な話、それか

ら実際のソフト、ハードの対応をどうするかという話。それから万々一、セキュリティ上の問

題が起こったときにどう対応するか。そういったようなものをガイドラインとしてまとめてお

こうと。それを我々として自主的に準拠していこうと、そういうふうに思っております。 

 その次のページに作業の流れを書いております。これはほかの課題も基本的には同じような

ことになりますので、代表としてご説明したいと思います。まずテーマを決めまして体制をつ

くると。これはワーキンググループの体制として、繰り返しになりますけれども、有識者のメ

ンバーをそろえまして、賛同を得た上で彼らとかなりの回数、議論を重ねていくといったよう

なことになります。都度、海外も含めた有識者のレビューも受けると、そういうような格好で

物事を進めていくという状況です。 

 サイバーに関しましてはことしの春ぐらい、あと二、三カ月で一通りのガイドラインはつく

りたいというふうに考えております。規制当局とも対話をしていきたいと、そういうふうに考

えております。継続的改善と書いておりますのは、来年度は今度、例えばモバイル、そういっ

たようなものを含め、広げて、セキュリティ上のガイドラインを広げていきたいと、そういう

ふうに考えております。そういうことで課題は鋭意進めているという状況です。 

 それから、10ページ目は、国内外の諸団体との連携ということで、先ほどご紹介がありまし

た国内の組織、情報協定を結んだり、海外ではフランス、これは電力会社１社だけですので、

フランスのＥＤＦという電力会社と技術協定を結んでおります。それからアメリカのＮＥＩと

は協定を結ぶということで今、事務的な調整を行っているという状況でございます。 

 参考までに先週木曜日、14日に、我々の成果をご披露させていただいてコメントをいただく

ということで、フォーラムを実施しております。そこでパネルディスカッションをしていただ

いたわけですが、そこでの議論を簡単にご紹介したいというふうに思います。 

 まず、規制との対話ということでは、アメリカのこれはＮＥＩの方ですけれども、米国にお

いても規制当局は独立しているということですけれども、対話はもちろんウェルカムというこ
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とで歓迎しているという話。フランスでは、フランスの方が言われていたのは、規制は世界共

通化というのはなかなか難しいですけれども、逆に事業者とかサプライヤーというのは共通の

課題がありますので、それを認識して共通の対応をするということはできるんじゃなかろうか

と。 

 それから、その次のページ、社会とのコミュニケーションということでは、原子力をＹｅｓ

／Ｎｏの二元的な話をするんではなくて、やはり気候変動ですとか電気料金、日本全体の大き

な問題意識のもとで議論するのが大事というようなこともありました。それから、アメリカの

例としては、まさにこれは同じことですけれども、原子力の価値を積極的に訴求した結果、原

子力業界以外のメンバーもいろんな活動をしているというような状況をご紹介いただきました。 

 それから、ＡＴＥＮＡに求められる役割ということでは、原子力をやっぱり活用して国民が

便益を得ると、そういうことの前提のもとで、全体最適として安全をどう担保していくかとい

うことについて、規制と対話しながら、かつ社会の理解を得たい、そういうことが大事ですよ

と、そういうようなコメントをいただいております。 

 次のページは省略いたします。 

 今後の課題ということで、先ほどから述べております。今、技術課題を抽出してやっと検討

に入ったということで、いわゆるＰＤＣＡでいいますとＤｏの半ばぐらいまでということで、

まずは我々は足元の地道な活動を継続的に、かつ着実に推進していきたいというふうに考えて

おります。かつ、いろんな組織との連携もさらに強めていきたいと、そういうふうに考えてお

ります。それから規制との対話につきましては、残念ながらまだ規制と正式な対話を開始する

という局面には至っておりません。早い段階で対話を開始して、ある意味対等な会話、あるい

は信頼できる対話といったようなものができる関係を構築していきたいと、そういうふうに思

っております。 

 それから社会とのコミュニケーションにつきましては、我々、あるいは原子力産業界全体で

どういうコミュニケーションをやっていくかということについて検討を進めたい、そういうふ

うに思っております。 

 まとめについては省略いたします。 

 以上です。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、最後になりますけれども、事務局側から、遠藤室長から、原子力の自主的安全性

向上に係る今後の方向性についてということで行っていただきたいと思います。お願いします。 
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○遠藤原子力基盤室長 

 原子力基盤室長の遠藤でございます。私からは資料７に基づきまして、全体をご説明をさせ

ていただきます。 

 資料７のスライド番号、２ページ目をごらんください。 

 今ご説明をいただきました事業者さん、産業大組織の皆さん、それから我々行政が、これか

ら安全の確保に向けてどのような視点で取り組んでいくことが重要で、どういった留意点があ

るのかということを明らかにいたしました上で、私ども行政の取組、それから事業者さん、産

業大の組織の皆様に、どういうところに力点を置いて取り組んでいただきたいかということを、

私からご説明をさせていただきます。 

 スライドの２ページ目に書いてございますのは、まずは原子力の安全確保に向けてというこ

とで、先ほど森中さんからもご説明をいただきましたリスクを、当然のことながら低減をして

いくと。その上で残余のリスクというのが、これはございますので、そうした残余のリスクも

含めて、リスクをどのようにガバナンスをしていくかと。この仕組みを確立することが重要だ

という上で、その「リスクガバナンスとは」ということで、インターナショナル・リスクガバ

ナンス・カウンシル、ＩＲＧＣという、これはスイスに設立された民間の有識者団体でござい

ますが、ここで提示されているリスクガバナンスの概念をご紹介をさせていただきます。これ

は原子力安全に限らず、インフラの脆弱性でありますとか、自然災害、そういった幅広いリス

クに対してどのようにガバナンスを行っていくかということで提示をされた概念でございまし

て、下の図にございますように、アセスメント評価、特徴づけ、その上でそうした評価をした

リスクに対してどのような選択肢を選択し、実施をしていくか。その効果を検証して、プレア

セスメントを行っていくというサイクルでございます。ポイントはその２つ目の丸にございま

すとおり、多様なステークホルダーとのコミュニケーションを日々行いながら、社会情勢や風

土等の要因に整合的な形で運用されていく自律的なプロセスであるべきだということが、これ

がリスク一般に対して提示されたリスクガバナンスという概念でございます。 

 スライドの３ページ目をごらんください。 

 こうした認識を踏まえまして、先ほど森中常務からもご説明賜りましたが、リスクガバナン

ス、リスクマネジメントを行っていく直接の主体となる事業者の方々が、立地地域を初めとし

たステークホルダーの皆さんとコミュニケーションをしっかりと重ねながら、フィードバック

を受けて、リスクガバナンスの仕組みをしっかりつくり、リスク低減を示していくと。この基

本的な枠組みを産業大の組織の皆様方、そして私ども行政がどのような形でバックアップをし

て、こうした重点課題を明確化して、みずからの弱みはどこか、その上で何を強化をしていく
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べきかということを、常にこのサイクルの中でしっかり強化をしていくというところまで、自

律的な仕組みに持っていくことをみんなで支えていくということが、共通の認識ではないかと

いうことで提示をさせていただいてございます。 

 スライドの４ページ目をごらんください。 

 ということで、今申し上げた双方向コミュニケーションというのがもちろん肝になるわけで

ございますが、これは私ども行政も含めた反省でございますが、ともすれば今までのそのリス

クコミュニケーションというのは、私ども伝える側の立場だけを考えて、そのリスク情報の受

け取り手の方々の視点、視座、こういったものに対する配慮が欠けてきて、実効的なコミュニ

ケーションになっていかったのではないかという反省がございます。下のほうにリスクコミュ

ニケーションにおける留意点として書いてございます。これは豊永先生初め、いろんな先生方

からちょっとご指摘をいただいて、リスク認知を行うに当たって、人間においてはどのような

問題点に留意をしてリスクコミュニケーションをすべきかというポイントをまとめさせていた

だきました。 

 １つ目はその主観に基づいて、リスクの認知というのは人によって変わり得ると。だとすれ

ば、ここは例えば頻度が低くて、しかし起きると非常に大きい事故リスクでありますとか、あ

るいは自分が選んだわけではないけれども、自分の家の隣に工場がつくられて、そこが例えば

事故が起きたときのようなリスクですとか、ある意味で原子力に性質が近いようなリスク、そ

ういったリスクとの具体的な数字の比較等を行えるような、わかりやすいイメージがしやすい、

「リスクのモノサシ」みたいなものがなければなかなか伝わらないのではないかというのが１

点目でございます。 

 それから２つ目でございますが、誰がそのリスクを伝えるのか。その人が全く顔の知らない

人なのか、何を目指してどんなことをやっている、その手触り感のある伝え方をするような顔

の見える関係であるかどうかという、そのリスクの原因をもたらす、その説明をする主体の信

頼度というのによっても、これは大きく変わってくると。 

 それと関連しまして、その下でございますが、そのリスクを評価するに当たって、それぞれ

の立場、それからもう少し申し上げますと、何のために原子力を利用するのか。原子力につい

てどういうような価値観を持っているのか。原子力のそのさらに手前にあるようなどういった

価値観、例えば温暖化対策でありますとか、再生エネルギーでありますとか、安定供給であり

ますとか、そういった主要価値をどのように持っているかということによっても、これはリス

クの認知が変わってくる。お互いのその主要価値がどのようなものかということを踏まえた上

でコミュニケーションをしていくことが効果的ではないかということを書かせていただいてご
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ざいます。 

 スライドの５ページ目をごらんください。 

 そうした反省を踏まえまして、例えばその「リスクのモノサシ」として、ご説明をいただく

ツールとして、先ほども富岡様からのご説明でございましたが、ＮＲＲＣを中心としまして、

確率論的リスク評価のツールですとか、それを前提としました安全目標の提示ということを、

これを今進めていただいているところでございますが、特に事業者の方々がどのような価値観

を持って、どのようなインセンティブで、どうやって前向きに取り組もうとしているのかとい

うところがより手触り感を持って伝わりやすい形でコミュニケーションがとれていくようにな

っていくと、ここが実効的なコミュニケーションが重ねられるだろうということで、私ども行

政としてもどのようなサポートができるのかというのを今、検討してございます。 

 スライドの６ページ目をごらんください。 

 これは前回、17回の原子力小委でも考え方をお示しをさせていただきましたが、特に今、規

制ではハードについての規制についてはしっかりとその法令がございますが、ことソフト、プ

ロセスというところは、これはパフォーマンスと違って必ずしもその規制で守られ、規制で見

づらいところではございますが、こここそが組織、文化を確立をした上で、事故の反省を踏ま

えて基本の想定を問い直していくところの肝だというご指摘も賜りましたので、この領域をタ

ーゲットとしまして、私どもで、今後産業大で活用していくたたき台としてガイドラインをつ

くらせていただきました。考え方はそこに書いてございますとおり、基本的な想定を不断に問

い直すということ、これを言葉だけではなくて、具体的に組織の中での手続として、具体的に

担保していくということを目指してつくったものでございます。 

 それから先ほどご説明申し上げましたとおり、その手続をつくるに当たって、私どもがどの

ような原子力の利用価値を、原子力を使っていく上での価値軸を持っているのか、それから安

全というものは何を目的としているのかという基本的な考え方をしっかりと示した上で、それ

から定義も含めてしっかりと考え方をまず規範として示した上で、プロセスの具備というもの

を整理をしていこうという考え方でつくってございます。 

 ということで、その下のページには、エネルギー基本計画におけますその利用の目的ですと

か、それからＩＡＥＡの基本安全原則である放射線リスクから人を守るといった基本的な考え

方を明記をさせていただいてございます。 

 ７ページ目をごらんください。 

 先ほどご説明を申し上げましたリスクガバナンス、それからステークホルダーの範囲、リス

クの性質の捉え方、それからセーフティフォーカスと申しまして、弱みはどこか、強みはどこ
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かということを考えながら、しっかりとそこに焦点を当てていくべきという基本的な考え方を

示した上で、さらにスライドの８ページ目をごらんいただきますと、マネジメントを行ってい

く上での要諦、どのような要素があって、それぞれの要素の中でどのようなプロセス、手続を

具備をすべきかというポイントをまとめさせていただいてございます。具体的なそのガイドラ

インの本体につきましては机上に参考として配付をさせていただきますので、ごらんください。

あわせて、このガイドラインをつくる際に、各電力さんからどのような取組を具体的にやって

いるのかということをヒアリングをさせていただきまして、その中での、これはいいなという

事例もまとめさせていただいてございますので、参考として配付をさせていただいてございま

す。 

 ９ページ目をごらんください。 

 こうした私どものガイドラインを進めていくに当たっての一つの参考とさせていただいたの

が、国交省さんにおける運用安全マネジメント制度というものでございます。詳細な説明は割

愛をさせていただきますが、10ページ目をごらんいただくと、そこに書いてございますとおり、

安全管理体制の構築・改善が適切に行われているかどうかというのを、この仕組みを用いて確

認をした上で、優秀な取組を行う事業者に対して、大臣表彰のようなインセンティブ付与の制

度まで完結をしているということで、私どもとしても、方向性としましては、このレベルまで

具体的に取組を進めて、サポートをさせていただければと思ってございます。 

 12ページ目のスライドをごらんください。 

 さらにコミュニケーションを双方向で進めていく上でのもう一つのポイントが、具体的にそ

のステークホルダーの方々に、どのような形でそのリスクを伝えるかということに加えて、彼

らがお伝えをする方々がそのリスクに対してどのような評価をした上で、どのようなアクショ

ンをとっていただくかというところまでその議論を深めていくことが重要だと思ってございま

す。この原子力小委の場におきましても、一度その地域共生プラットフォームという考え方を

提示をさせていただきました。コミュニケーションツールとして、こういうものをしっかりつ

くっていくことが重要だと思ってございまして、またこの小委の場におきまして、立地のセッ

ションでこの点についてしっかり議論させていただきたいと思ってございます。 

 以上を踏まえまして、全体総括でございますが、14ページ、スライドの14枚目をごらんいた

だくと、先ほど申し上げましたコミュニケーションの強化を軸とした全体のリスクガバナンス、

リスクの低減とリスクガバナンスの確立を目指していくという、ここの基本的な枠組みに沿っ

て、それでは各主体がどのような取組を今後、力点を置いて取り組んでいくべきかということ

を、スライドの15ページ目でご説明をさせていただきます。 
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 まず、事業者の方々でございますが、先ほど森中常務からのご説明でもいただいたとおり、

弱みをお互いに指摘し合って、どこに重点的に課題を取り組むのかということを明確にし、そ

の上でそのエクセレンスを目指して、世界最高レベルを目指していくという取組を進めていた

だくとともに、これを双方向コミュニケーションの中でフィードバックを受けながらしっかり

と高めていくということがもちろん基本でございますが、先ほど富岡さんからもご説明いただ

きました、ＪＡＮＳＩさんがこれに向けた自主規制を、これは法律ののりを越えて、規制を守

るというコンプライアンスを越えて、改善の指摘をしていただいています。今申し上げました

重点課題の明確化にこれがうまく組み合わさるような実効的な改善を、引き続きＪＡＮＳＩさ

んにお願いをしたいと思ってございます。 

 それから門上理事長からもご説明を賜りましたＡＴＥＮＡ、それから富岡さんからご説明を

いただいたＮＲＲＣは、先ほど申し上げた双方向コミュニケーションのためのツール、それか

ら産業大全体での技術的な課題の抽出と解決ということに取り組んでおられますが、こうした

ところは、今ご説明をいただいたとおり、実効的な成果を上げて、うまく、できるだけ早くこ

の実績を積み上げていくことが何よりも重要ですので、うまくそこは連携をしていただいて、

ツールを産業大で使いながら早く実現をしていっていただければと思ってございます。そのた

めに先ほど私どもがご説明を申し上げました、いろいろなコミュニケーションをサポートさせ

ていただく仕組みというものをうまく組み合わせて、こうした取組をサポートさせていただけ

ればと思ってございます。 

 最後でございます。16ページ目をごらんください。 

 森中さんからのご説明にもございました安全の土台となるのは、やはり若手を含めて組織が

しっかりモチベーションを持って、活力高く取り組んでいくということが非常に重要でござい

まして、そうした取組を、私どもとしましても原子力人材の育成を初めとしましてしっかりサ

ポートしていくべく、これから事業者の方々とよくコミュニケーションをとらせていただいて、

ニーズを酌み取って、しっかり取り組んでまいりたいと思ってございます。 

 私からは以上です。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 ご協力いただきましたおかげで、やや遅れましたが、それでも２分台の遅れでございまして、

大変ご協力ありがとうございました。 

 本日ご欠席の委員といたしまして、斉藤委員、西川委員、ご両名でございますけれども、そ

れぞれ資料８と資料９にございますように、書面でのご意見をいただいておりますので、お伝
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えいたします。 

 それでは、これから議論に入らせていただきますが、時間は60数分、70分弱ぐらいでござい

ます。今日何名お話しになるかあれですが、今日、やりとりがあるとなると、その回答の時間

もとらなきゃいけないということになると思いますけど、とにかく残り60何分でございまして、

12だと５分しかございませんので、十分にご配慮いただければと思います。 

 それでは、よろしくお願いします。 

 いつものとおりでございますけれども、ご質問、ご意見等おありの方は名札を立てていただ

ければと思います。 

 全くなしということはないですかね。なし。ありましたね。 

 それでは、とりあえず越智先生から。 

○越智委員 

 技術的な点についてとても詳しいご説明をありがとうございました。 

 技術については素人なので、そこについては余り質問やコメントはないんですけれども、や

はり安全管理といったときに、安全管理の目標と指標がどこにあるのかという点についてちょ

っと視点が狭いのではないかと感じましたので、そこだけコメントさせていただこうかと思い

ます。 

 私は医療者だということもありますが、安全管理の一番の目標というのは、施設の中にしろ

外にしろ、そこにいる人の健康を守ること、これが一番の目標だと思っています。今このよう

な事件が福島で起きてしまったということを考えれば、その安全管理の指標というのは福島に

ならざるを得ないだろうと。そこで議論をするのであれば、事故を起こさないことが前提の安

全管理ではなくて、起きても、福島で起きたような災害関連死1,000人という被害を起こさない

ということは最低限の管理目標にしなくてはいけないのではないか。そのためにはやはり原子

力関係者様だけの技術的な改善だけでは無理で、事故が起こることを前提として社会全体で議

論しなくてはいけない。つまりＡＴＥＮＡさんが技術課題をたくさん挙げてくださいましたけ

れども、社会的な課題というのもしっかり挙げた上で解決していかなくてはいけないのではな

いかなと思います。 

 別途、プラットフォームについての議論があるということですけれども、事業者さんも今の

住民とのコミュニケーションというものを、住民に知識を与えて、あるいは理解を求めた上で

フィードバックをもらって自分が変わると、自分が何かアクションを起こすという概念だけで

はなくて、そのコミュニケーションを通じて住民の方にアクションが起こせる、自分たちが災

害関連死を防げるという意識をしっかり植えつけてアクションを起こすように促していく、そ
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ういうことも事業者様のお仕事の一つではないかなと思いましたので、コメントさせていただ

きました。 

 以上です。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、続きまして中島委員、お願いいたします。 

○中島委員 

 今の越智委員の意見とも絡むと思いますけども、やはり地元の理解を得るというか、コミュ

ニケーションという言葉が幾つか関電さんからも、あるいはエネ庁さんかもありましたけれど

も、そこをやっぱりしっかりと理解していただくには、サイト内の事故だけではなくて、事故

がサイト外に及んだ、いわゆる防災のことをしっかりとやって、そこでどんなことがあるかと

いうのをしっかりと考えた上で、その対策をとっていくといったことをやらない限りは、やは

りなかなか皆さん、地域社会の理解を得るということは難しいのかなということを感じており

ます。 

 それから、同じくコミュニケーションという意味では、基本的には多分、地元自治体という

ことが主にはなると思いますけども、やはり我が国として日本の原子力を今後どうするかとい

うことを考えると、東京都とか大阪府とか、いわゆる電力を使っている側の立場の住民とのコ

ミュニケーションというのもしっかりやっていかなくちゃいけないんじゃないかということ。 

 それからもう一つ、大学として、やはり人材育成というキーワードが幾つか、何カ所かに出

てきておりますけども、大学側も文科省さんとかの会議の中でも人材育成は重要だという話は

出てきているんですが、やはり学生さんは、自分が学んだことが社会でどれだけ生かされるか。

それが、例えば具体的に就職先があるのかというところが現実の問題として考えておりまして、

そういったところに幾ら人材育成のプログラムとかを用意しても、学生さんはやっぱり集まら

ないということ。そうすることは、やっぱりこの先の原子力をどうするかということをもうち

ょっとしっかりと計画の中で示していただかなければいけないんじゃないかと思います。 

 以上でございます。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、続きまして辰巳委員、お願いします。 
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○辰巳委員 

 ありがとうございます。 

 一番最初に越智さんがおっしゃったお話にも私も関係するんですけれども、３つぐらい、ち

ょっとお話ししたいなというふうに思っております。 

 まず１つは、その安全というものをどういうふうに捉えるのかということで、その評価の仕

方というか、軸やそのレベルというんですか、そういうものをとても難しいというふうに思っ

ているんですね。そこがやっぱり国民にとって不安なところで、何をどこまで対策を行っても、

やっぱり人の行うことであって、見落としがあるのではないかという不信感が取り除けないと

いうのが事実じゃないかなというふうに思っておりますし、まさしく関電さんがおっしゃった

ように、規制をどれだけ守っても事故は起こるんだという前提というお話もあったんですけれ

ども、それをできるだけコミュニケーションで補っていこうということのように思ったんです

けれども、やっぱり福島の原子力事故を見てしまった国民を説得していくというのは、かなり

難しい話だというふうに思います。幾重に安全性対策を重ねても、万人が完璧と思うことはと

ても難しいことだというふうに思っておりますもので、そこで結局、合意には至らず切り捨て

ということが起こるような気がするんですね。 

 まずは、ですから私としては、原因となる事故をなくすことしか考えられないんじゃないか

というのが一つとしてあります。それに対して、今日いろんなご説明をいただきまして、多く

の機関でさまざまな方法で、重なるところもあるけれども、取り組まれているということなん

ですけれども、国民目線からは、特にいろいろ英語の文字で並べられた、ＪＡＮＳＩやらＡＴ

ＥＮＡやらというふうな言葉だけで、こんな対策を行っていると説明をされたとしても、そう

いうさまざまな機関の違いというものが全く理解できないというのを考えていただきたいんで

す。しかも、今日もお話の中で、私もあれっとかと思った単語もあったんですけれども、やっ

ぱりアルファベットが並んで、それで基準やら取り組む項目やらの内容に関しても、そういう

言葉が並ぶということが当然のように思って取り組んでおられる人たちと、全く理解しにくい

私たちとの間のこのコミュニケーションをとるということのずれですね。このあたりをやっぱ

り、かなり慎重に検討していただかないと、国民目線ということをぜひ忘れないで、余り専門

的な用語だけでお話しされても通じないということを考えてほしいんです。 

 そして、最後にもう一つですけれども、その安全とコストという点なんですけれども、今多

くの機関がいろんな方法で取り組んでいるというお話があって、その中で一切今日はコストの

話はなかったというふうに思っているんですね。このコストというのは、どこでどういうふう

に負担されるのか。例えば電気代からなのか、税金からなのか、よくわかりませんけれども、
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結果的にはいずれにしても国民負担になるのかなというふうにも思っております。そのあたり

についての説明も全く不明です。各機関はホームページで説明しているので、お金に関しては

そちらを見てくださいというお話を過去にもいただいたことがありますけれども、そこにたど

り着くことはとても難しい。これは放射性廃棄物の話の点でしたけれども。 

 ですから、無理だという話です。だから、それをどのくらいのコストがかかり、それで、そ

れが妥当なのかどうかという、安全とのバランス上、妥当な金額なのかということも、やっぱ

りきちんと理解できるように説明していただきたいなというふうに思います。 

 基本は、やっぱり福島事故以降、40年ルールというのが出来上がったのに、その40年を越え

て運転を行うために対応をいろいろ取り組んでおられるんだというふうに考えるんですけれど

も、その対応の前に何ゆえに20年延長であるかという点についてのコミュニケーションも足り

ていないなというふうに思っておりまして、だからその足りない上を、それをネグってしまっ

た上で一生懸命難しいコミュニケーション、お話をしてくださっても、なかなか落ちないなと

いうのが本音のところです。 

 以上です、すみません。意見です、ごめんなさい。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、伴委員、お願いいたします。 

○伴委員 

 ２点ほどあります。 

 １つはＪＡＮＳＩとＡＴＥＮＡという、今日、その２つの組織を聞いたんですが、受け取る

側としては、何で２つが要るんだろうかと。屋上屋を重ねているんではないかという気がして、

新しくできたＡＴＥＮＡに統合してはどうかというふうに思いました。それはＪＡＮＳＩは経

営責任者のトップがメンバーになって、世界最高水準の安全性を目指すとやっていて、ＡＴＥ

ＮＡのほうは、聞くところによれば、原子力部門のトップの人がメンバーになっていて、会議

を重ねていると。若干違うかもしれないけど、基本的に同じ人が場所を変えて議論しているん

ではないかという、そんな気さえしてくるので、私は統合したらどうかと思うんだけれども、

そうではない意見を多分お持ちだろうから、少しその辺、聞かせてほしいというのが１つです。 

 それから２つ目は、ＡＴＥＮＡのほうのところに、社会とのコミュニケーションという項目

があって、その社会とのコミュニケーションというのは原子力産業界全体の取組を理解いただ

けるようなコミュニケーションの検討と、こういうふうになっていて、これは、だから理解活

動みたいな話ですよね。他方、今、エネ庁のほうの資料によると、いや、双方向のコミュニケ
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ーションが重要なんだという、こういう指摘があって、大分目指すところが違っていて、双方

向のコミュニケーションというのは今の時代は非常に重要だし、これは住民も変わる余地もあ

り、事業者のほうが変わる余地もあり、お互いに変わる余地がある中で議論を進めるというこ

とが重要だと言われているわけで、そういう意味から言うと、ここのＡＴＥＮＡの社会とのコ

ミュニケーションはちょっと方向が違うんじゃないかというふうに思いますので、その辺につ

いてコメントがあれば欲しいと思いました。 

 以上です。 

○安井委員長 

 幸いにしてちょっと時間があるようでございますので、今ご質問がございましたので、もし

関係をされる方、ご回答をいただければと思いますが、いかがでしょうか。 

○富岡事務局長代理 

 それでは、最初の質問のＪＡＮＳＩとＡＴＥＮＡについては、電事連の富岡のほうから答え

させていただきます。 

 ２つの組織を、どう違うのか、統合してはどうかというご質問だったかと思いますけれども。

違いといいますのは、先ほども少し申し上げましたが、ＪＡＮＳＩはある意味、第三者という

形で事業者を見ていると、ＡＴＥＮＡは、そういう意味では事業者と一体のものでありますの

で、どちらかと言うと一人称と申しますか、事業者そのものであるというところであります。

これは少し米国の組織の例にならっているところもありますけれども、そういった第三者的に

見て事業者を事業者の中の世界最高水準といいますか、エクセレンスというか、一番いいとこ

ろに合わせるという活動は、第三者的に見て、その事業者を指導するというような形が効果的

であるということで、組織を分けているというようなところでございます。 

 １番目については以上です。 

○門上理事長 

 ２つ目の質問で、理解活動と、それから双方向コミュニケーションと。ＡＴＥＮＡの場合は

まだ、先ほどもご説明しましたように、できて半年ということで、まだ認知度も低いというこ

とで、まず我々が何をやっているか、あるいは今後出てくる成果が出てきた時点では、どうい

う成果が出て、どういう試みをまたさらにやっているか、そういうようなことを産業界の中の

一員として、まず発信することが当面の足元の作業かなということで、そういう気持ちで書か

せていただいています。 

 ただ、ご指摘のとおり、エネ庁さんの資料には、事業者とそのステークホルダーとの関係、

我々、産業大組織もそれにどうかかわるかという記述がございます。このような位置づけの中
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で、我々ももう少しいろんな観点での検討を進めていくということは必要かなというふうに認

識しております。 

 以上です。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、小野委員、お願いいたします。続いて豊永委員から。 

○小野委員 

 ありがとうございます。 

 本日は、関西電力を初めとする原子力事業者と、資源エネルギー庁から、原子力の安全性向

上に向けたソフト・ハード両面におけるさまざまな具体的な取組を伺い、理解を深めることが

できました。事業者及び政府には、引き続き実効性ある安全性向上策に着実に取り組んでいた

だきたいと思います。 

 国民理解を醸成していくためには、大前提となる原子力の安全性のさらなる向上を図るとと

もに、その取組についてわかりやすく発信することで、立地地域を初めとする幅広いステーク

ホルダーとのコミュニケーションを深めていくことも重要だと思います。せっかくの取組です

ので、各取組主体におかれては社会への発信を積極的に行っていただきたいと思います。 

 とりわけ、ＡＴＥＮＡが原子力産業全体を代表して規制当局との双方向の建設的な対話を重

ねる中で、さらなる安全性向上を効果的に追求していけるようになることを期待しております。

事業者、規制当局の双方において、そうした有意義な対話が実現できる体制を構築していくこ

とを期待いたします。 

 以上です。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、豊永委員、お願いします。 

○豊永委員 

 ありがとうございます。 

 ２点ほど申し上げまず。１点目ですが、先ほど事業者の皆様から安全対策について説明があ

りました。多種多様な取組がなされていて、実際に安全性も向上しているんだというふうに思

います。ありがとうございました。 

 ただ、厳しいことを申し上げるようですけれども、まだまだ足りていない部分があるのでは

ないかというふうに考えます。例えばＰＲＡを研究対象としているＮＲＲＣでは、ＰＲＡを実
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施する目的は何なのかとか、あるいは第三者からどう見えているのかという視点がやや欠けて

いるんじゃないかという印象も受けております。 

 また、安全性向上の中身について見ると、技術の向上であるとか、広報であるとか、民間に

だけ任せるのではやや足りていない、うまくいかない場合もあるかと思いますので、国は役割

分担を行うべきだというふうに思います。資料５の３ページの下に、オレンジ色の矢印があり

ますが、これはそのような意味を示しているんだろうというふうに理解しております。 

 ２点目ですが、安全性との関係で避けられないのは、誰がこの原子力事業により利益を受け

て、リスクを負っているかという視点だというふうに思います。原子力発電を行うことによっ

て、非常に重要な価値である気候変動対策であるとか、エネルギー安全保障、こういう点につ

いて利益を受けているのは国民一般です。その一方で原子力発電には残余リスクは、これは避

けられませんので、そのリスクを引き受けているのは立地の住民です。そういう観点からする

と、国民の原子力発電に対する世論とは一応切り離して、引き続き立地地域、リスクを負って

いる立地地域の方々へのサポートをする必要があるのではないか。これは事業者も国も双方だ

というふうに思います。 

 よろしくお願いします。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 特に何かお答えがあればですか、何かございますか。特にありますか。 

○森中専門委員 

 先ほどのお話になってしまうかもしれませんが、オフサイト、防災対策の重要性の話がござ

いました。先ほどシビアアクシデント時の対応の強化ということで、事故時の対応体制の強化

のお話を少しだけさせていただきましたけども、今、前段否定の考え方によっておりますので、

幾ら安全対策をしても事故は起こる、事故が起こったら放射性物質が放出される、そのために

対策をとるということをずっと継続して行っております。 

 先ほど申し上げましたように、このオフサイトの対策、それから機関も含めまして、充実し

てきているのですが、今求められているのは、より実効性のある組織なり体制をきちんとつく

り上げていくことだと考えております。形は大分できたのですが、やはりこれをいざというと

きにちゃんと機能するようにしていくということを、どんなふうにしてやっていくのかという

のを今、一生懸命考えております。抜き打ちで、いろいろなシナリオを走らせて訓練をやると

いうのもあるんですけれども、先ほど申し上げましたように、住民の方に抜き打ちで訓練をや

るわけにはいかず、仲間うちだけにどうしてもなりますので、そのあたりがちょっと限界があ
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るのかなという気がしております。 

 それから先ほど安全とコストの話がございました。私もいつも思っているのですが、コスト

というのは、要するにお金をどれだけかけるのかという話なんですが、これはものすごく工夫

のしようがございます。規制基準のように、確実にある要求に対して物をつくらなければなら

ないというところはもう明らかですけれども、ある想定する事故に対して対応するものを自ら

自主的にやるとなれば、はっきり言って消防車１台置けばいいところから、20メートルの壁を

つくるところまで、選択肢というのはものすごくたくさんあり、そこがまさしく自主的安全性

で工夫のしようだと思っていまして、私自身は規制でなければ、両立できるところは多いと感

じております。 

 それから少し話は変わりますが、先ほどＰＲＡの話がございました。アメリカに比べて遅れ

ているという話でございました。電中研のＮＲＲＣを中心として、手法の勉強も行っておりま

すけれども、確かにアメリカに比べて少し遅れているのは事実でございますので、今、一生懸

命取り返しに行っているところでございます。 

 ただ、これは、最新の手法でＰＲＡをして、それを参考にして安全性を向上させるというこ

とも非常に大事なのですが、ＰＲＡというのは比較の話ですので、古い手法であっても、根本

的にやり方が間違っていなければ、少々粗い方法であっても安全対策の差の議論は可能です。

ですから、私どもも、ＰＲＡの絶対値の議論ではなくて、現場の安全を少しでも向上させるの

に大事なのは何かという議論のために、ＰＲＡを活用しております。幾つかそういった事例も

ございますので、またいつかご紹介したいと思います。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 それじゃ、続きまして委員からのご意見いただきたいと思いますが、まず、森本委員からお願

いいたします。 

○森本委員 

 ありがとうございます。今日はいろいろな側面から包括的な説明をいただき大変刺激を受けま

した。質問ではなく、コメントを１つだけ申し上げたいと思います。 

 今日のテーマは原発の安全性という問題でしたが、この観点から今までの説明と議論を聞き、

説明内容の中で、すっきりと頭の中に落ち込んでこない部分があるので、それをお話しようと思

います。それは、今から申し上げる理由によるものです。 

例えば福島原発事故は、結果としてみた場合に、全体としてこの事故は原発の安全性という

観点からみてリスクだったのか、クライシスだったのかというと、これはリスクではなくて明ら
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かにクライシスです。危機管理の概念から見るとリスクとクライシスは基本的に違っていて、ク

ライシスのほうがはるかに広範で重大なインパクトとインプリケーションを持っている。しかも

クライシスには複雑な要因が絡んでいて原因と結果の因果関係も簡単ではなく、対応も難しい。 

他方、リスクというのは、例えば、建物の階段をおりるときに、雨の日なので滑りやすく、

走っておりるのはリスクがあるという。これをクライシスとは言わない。リスクは単に危険な状

態が起こる蓋然性を示すもので未然に対応できるし、適切に対応すれば危険は防止できる可能性

があるという性格を有している。これに対して、クライシスというのは、福島原発のような重大

事故をいうのであり、非常にトータルな結果を招くような重大かつ、深刻な事態に直面するよう

な性格をもった場合にクライシスと言うのだと思います。 

そこで我々が考えないといけないのは、原発の安全性であります。安全性というのはある評

価基準に照らして、どれぐらいリスクが起こる可能性と蓋然性があるかという議論ですが、リス

クは分かれば未然に対処して事故を防げるので事故にならない可能性もある。それがクライシス

になると最早、防ぐという問題より、事態の発生をいかにして予知し、防止し、実際に事態に直

面した場合に対応するかという全体の対応の在り方を考慮する場合に論じる概念であり、そのよ

うな事態が起こる蓋然性を安全性と言う議論として行うのであると思います。 

危機管理には予知・予防という事態発生前の対応を考える側面と事態発生後の被害極限・回

復・修復・再発防止を考える側面と二つあります。人災は比較的前者に対応でき、自然災害・天

災は予見・予知が困難であるだけに後者の対応を中心に考える必要がある。 

福島原発事故は人災だったか、天災だったかについてこの場で議論する考えはありませんが、

双方の要素を併せ持っていると考えてあとの論を進めるとすれば、我々が議論すべき問題は原発

の事故発生を予見し予防する事前の処置と、事故発生後の処置をトータルで考える必要がある。  

この二つは基本的に性格の異なる対応をしなければならない。即ち、我々が議論するべきこ

とは原発の事故リスクを防ぐ事前の予防措置だけではなくて、事故があった場合に、それをいか

に局限し、被害を短時間で回復し、原状に戻し、再び起きないような手当を速やかにするという

ことです。福島原発の後に日本国中で、我々が直面した社会問題は、原子力の安全管理問題のう

ち、リスクマネジメントより、クライシスマネジメントの議論でした。汚染処理、被害極限、避

難・移転、被災者救援、再発防止、原子力規制委員会など各種機構の立ち上げ、原発安全審査、

廃炉措置、などでした。そのあと全国の原発再開にあたり、原子炉管理の安全管理という観点か

らリスクマネジメントが議論されている。それは今も、続いています。 

我々が考えるべきことは、トータルな危機管理対策です。例えば天災のほとんどは未然に防

げないので事後の処理をいかにしてやっていくかということが安全管理の主たるテーマであり、
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予知することはできても、危機管理の主たるテーマは、起きてから後のガバナンスをどうやって

賄っていくかということです。例えば人材育成という議論が、さっきありましたけれども、どう

いう人材を求めているのかというと、原発の事故を未然に防ぐかという技術的なレベルの高い人

材を念頭に置いて、議論している。そういう技術者も重要ですが、しかし、事故が起きたときに、

組織としてそれにかかわった人や周辺地域や、ほかの国に対するインプリケーションなど、全て

のことをマネージできるガバナンスの能力を持っている人材も同時に必要です。 

安全性というと事故を未然に防ぐことができるという前提にたったリスク管理の概念を論じ

ると対応は十分ではない。むしろ、今日の議論も安全性というより安全管理というか、原子力と

いうエネルギー政策全体の危機管理をどうやって高めていけばよいのかという議論であれば、も

う少しトータルな資料の作り方、説明の仕方があるのではないかなと思うわけです。我々はリス

クよりもはるかに規模の大きいクライシスにどのようなガバナンスを働かせるかということをト

ータルで論じるということでなければならず、そういうことが必要だったのではないかというふ

うに思っているわけです。私の個人的印象なので聞くだけにしてあとはご放念ください。 

以上です。 

○安井委員長 

 多分、説明を要すると私は思いますね。多分ＰＲＡのＰ、ＰＲＡ、リスクの前にプロバビリ

スティクというのがついているわけですけど、そのあたりの多分ご理解をいただくために、ど

ういう説明をしたらいいかという話だと思いますので、そのあたり。 

○横尾所長代理 

 ＮＲＲＣの横尾と申します。 

 先ほどから幾つかご質問とかコメントも出ているところ、例えばＰＲＡの目的とかいう話も

あるんですが、その前に、今、森本先生もおっしゃられましたように、昨今、北海道の地震、

あるいはその前の地震にしても非常に災害が大きくなってくるとすると、そういったものの影

響を未然に防止するというところにとどまらず、どうしてもそれの影響を防止できなくて、影

響を緩和する、さらには緩和し切れなくて、それに適応するというところまでやらなきゃいけ

ないという事実があると思います。これは一事業者だけではなくて、社会全体としてやってい

かなきゃいけないということなのではないかと思います。 

 ＰＲＡというのは、それにどう貢献するかということなんですが、ちょっと偉そうに言って、

個人的な理解なんですが、最近、うちの所長には元ＭＩＴ、ＵＣＬＡ教授で、アメリカの規制

委員のアポストラキス先生が来ているんですが、ほかにも外国の方もいっぱいいらしているん

ですが、言葉でミスコミュニケーションが起こるのが多いです。今、私が申し上げたいのは、
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確率論的リスク評価というところで、これは昔は確率論的安全性評価なんていう言い方もして

いたんですけれども、それは間違いでして、明らかにこれはリスク評価します。従来の安全性

評価というのは、こういうことが起こったら、きっと一番ありそうなのはこういうことだろう

と。そのシナリオに対してオーケーであれば安全だよという話で終わっていました。 

 ところがそれじゃまずい、やっぱりリスクを考えなきゃいけない。じゃ、この装置が働かな

い。ここでミスが起こる。そうすると、結局その結果として大きな影響が出てくるじゃないか。

そういうパスまで全部網羅的に見ようと。だからオーケーになるところを見るんじゃなくて、

オーケーじゃないところまでしっかり見ようというのがリスク評価になります。ただ、それを

全部起こるとしてやったら無限になるんで、当然ながら確率の話を入れていくと。確率を踏ま

えて、安全なところじゃなくて、安全でないところをしっかり見ようというのがＰＲＡだと思

います。 

 したがいまして、先ほどの防止する、緩和する、適用するというところまで、しっかりと網

羅的に見ていった結果を踏まえて、じゃ、どんな対策がいいのか。確率も踏まえますから、ど

んなリソースをかけるのがいいのかということを考えるもとのデータが出てくるわけです。そ

れに応じて対策を考えるということになります。先ほど来、これについて指標、あるいは安全

目標という話も出ていましたけれども、このところは一人一人受けとめ方が違うという話もあ

りましたけど、やはり大きなことですから社会で決めていかなきゃいけないということになり

ます。データがあるわけですから、それを見て社会で考えるということです。なかなか難しい

と思います。防止の話だけであれば、簡単に比較的決められると思うんですが、じゃ、緩和し

たり、適用したりするところまで考えるということだと思います。 

 以上です。 

 ちょっと長かったですが、あと一つ参考に。アメリカの規制委員会で、自分たちは何するか

と書いた文書の中に、パブリックに対して、アディクエイト・プロテクションをリーズナブル

にアシュアランスすると書いてあるんですよ。これは定性的な話なんですけども、ここに定量

性を入れるとさっきの話になってくるわけですね。防止、緩和、適用をどうやろうかというこ

とになってきます。それに対して、アメリカでは10のマイナス何乗とかいうことを決めて、そ

れを指標として運用しているというところであります。そこに向けて、もとのＰＲＡが、先ほ

ど森本さんからもありましたように、余りぱっとしないといけないので一生懸命技術は上げて

いるというところであります。 

 以上です。ちょっと長いですけど、説明しました。 
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○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 遠藤室長から何か。 

○遠藤原子力基盤室長 

 先ほど森本先生からいただいたご指摘ですが、これは越智先生からいただいた指摘とも通底

すると受けとめていまして、要すれば、リスクはある程度まで減らしていっても絶対ゼロには

ならないで、それが起きた後にどうするのかというのを、これは越智先生のお言葉をおかりす

れば、第６層の深層防護というところをどういう取組をしていくべきかという視点が弱いので

はないかというご指摘で受けとめてございます。 

 例えば森中常務からご説明をいただいた資料をごらんいただきますと、この資料の13ページ

目、14ページ目で、事業者さんの取組として原子力緊急事態支援組織の活用ということで例示

を賜ってございますけれども、多分これはもちろん事業者さんでもし事故が起きたときに、そ

の事故が起きた後のそのクライシスマネジメントとして取り組んでいるという典型だと思いま

すが、当然ながら、これは事業者さんだけではなくて、私ども政府がどのような形で事業者さ

んとうまくタッグを組みながら、いざというときに取り組んでいけるような体制をあらかじめ

整えるか。そうした中で、例えば先ほど地域共生プラットフォームというアイデアをご説明を

させていただきましたが、私ども政府や事業者さんだけではなくて、地域の方々にも参画をい

ただいて、皆さんでこうした事故が起きた場合にどういったクライシスマネジメントをしてい

くべきかということをしっかり考えていかなければいけないということと思いますので、ご指

摘として受けとめましたので、今後、事業者の方々やコミュニケーションのとり方について、

しっかりと検討してまいりたいと思います。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 それじゃ、またもとに戻りまして、増田委員、お願いいたします。 

○増田委員 

 ありがとうございます。２点です。 

 簡単に申し上げますが、今後の課題で人材の確保が重要であると、こういうご指摘がありま

して、まさにそのとおりだと思うんですが、この際、私は、例えば事業者さんも自前主義で全

部貫徹できる時代ではありませんので、相互融通とか、まさに関電さんのプレゼンを拝聴して

おりましたら、資料の中にも稼働プラントへの他電力運転員の受入れという記載がありまして、

このあたりは意識して今取り組んでおられるということでありますけれども、私もこれから、
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Ｐではある程度できているという話も聞きますが、Ｂのほうも含めて、電力会社、事業者、あ

るいは関係会社、メーカー等々含めて、それぞれがきちんと安全にかかわる、あるいはそれ以

外も含めて、その関係する技術員の安全性を貫徹できるに足るような感度が高い人材をお互い

融通し合う、共通でそういったものを取り組んでいく。この考え方が重要ではないかというこ

とであります。１点がそれです。 

 それから、もう一つはリスクコミュニケーション、双方向でこれをさらに強化すると、まさ

にそのとおりでありますが、その際に、このエネ庁さんのほうでお示しされたポンチ絵にも書

かれておりますが、そうした有意なコミュニケーションが強化されていく意味でも、例えば規

制当局から、行政側からもきちんとしたフィードバックがなされて、それがぐるぐる回ってい

くという、そういうことが極めて重要だろうと思いました。 

 今、そのあたりについてどの程度、規制当局との間でフィードバックが行われ、それでコミ

ュニケーションが深まっているのか、ちょっと私も存じ上げませんが、いずれにしてもその現

場での感度とか温度がどんどん上がっていかないといけないと思いますので、ぜひこのあたり

も。 

 それから、あと、先ほどＡＴＥＮＡとかＪＡＮＳＩとか、かなり枠組みはきちんとでき上が

ってはきていると思うんですが、それが有効機能にするという意味で、さらにそれぞれのコミ

ュニケーション強化ということが今後重要だと、こういうことで整理されたと思うので、ぜひ

それぞれ、行政もきちんとフィードバックの課題を負っていると思いますし、このあたりの温

度をどんどん高めていくということをしっかりやっていただきたいと、こんなふうに思います。 

 以上です。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 関西電力さんは、何かご回答なり何なりございますか。 

○森中専門委員 

 先ほど運転員の受入れの話をさせていただきましたが、ＰＷＲ、ＢＷＲ、関係なく来ていた

だいております。 

 それから、言い忘れていたのですが、参考資料を実は今日お配りしています。ハード対策的

なものはなかなか説明し出すと終わりませんので、これを置かせていただいたのですが、この

ＡとＢの半分ぐらいは事故を起こさないための対策なのです。Ｂの途中からは事故が起こった

後、緩和していくための対策で、Ｃのところへ行くと事故が起こった後の対策になっておりま

す。ですから一応、ハード面でも対策は当然あるんですが、ソフト面も事故を起こさない対策、
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起こった後拡大させない対策、それから起こってしまった後、何とか影響を少なくするよう対

応する、あるいは本当に起こってしまった後の避難というような形になっております。 

 ただ、この資料の中では、オフサイトの活動が書けていなかったので、その辺は先ほどの資

料の中のほうに記載しております。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、次にいかせていただきまして、次は又吉委員ですね。お願いします。 

○又吉委員 

 これまでのお取組状況や、今後の方向性につきましてご説明、整理をいただきまして、あり

がとうございました。私のほうからは２点、コメントさせていただければと思います。 

 １点目は、依然として多くの事業者さんが、実質的には新規制基準の審査対応に多くのリソ

ースを割いているのが実情ではないかというふうに感じております。限りある経営資源を用い

て、さらに新たな取組に着手し、それを継続するにはやはり実務上、効果的かつ効率的なスキ

ームが確立されることが重要ではないかと思っております。 

 そういう意味では、今回新たに設立されたＡＴＥＮＡさんなんですけども、規制委員会との

対話という新たな機能を担われるということで、この効果に大いに期待しているところであり

ます。 

 ２点目は、安全性向上の活動の基盤となる人材の確保、技術力の維持向上の重要性というも

のを再度強く感じた次第です。自主的安全性向上に向けた取組に、人、技術、資金等のリソー

スを配分し続けられるだけのインセンティブの付与が重要であるというふうに考えております。

今回はエクセレンスの提示、もしくは表彰制度というものの活用が重要であるというふうに整

理されておりますが、より広範囲のステークホルダーにも理解可能な直接なインセンティブと

いうものが付与されるオプションというのも検討してみてもいいのではないかと思った次第で

す。 

 以上です。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。ご意見でございました。 

 特によろしいですかね。何か。そうですけど、ご回答が、特に今のはよろしいかと思います

けど。 

 それでは、山口委員、お願いします。 
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○山口委員 

 山口です。 

 数年前に、自主的安全性向上のワーキンググループのころから見ていますと、かなり進んで

きたなという印象をまず持ちます。それで、今日いろいろ重要な資料をお出しいただいたとい

うふうに思います。 

 まず、先ほど来、原子力を利用する価値というお話が出て、これの原点は、やはり原子力基

本法の中に、原子力の利用によってエネルギー資源の確保と学術の進歩、それから産業の振興

と、それで国民生活の水準向上といったようなことが書いてあるわけです。それに加えて、最

近少し話題になったのが、アメリカのユニオン・オブ・コンサーンド・サイエンティスツとい

う原子力に対して非常にネガティブに取り組んでいた団体が、地球温暖化を防止するという、

そういうエネルギーの実現のためには原子力を使っていくべきだと、そういう非常にある意味

ではショッキングなレポートを出したと。これはアメリカで非常に話題になったというふうに

聞いています。このように原子力を使うということの価値がいろいろあるわけですが、じゃ、

それをどうやって進めればいいかということになるわけです。 

 今日の資料の中に、ＩＡＥＡの基本安全原則の説明がありました。これはもう世界的に共通

に認識されている。まさに原子力の安全に関する一丁目一番地というべきもので、この資料を

改めて見ますと、人と環境を放射線の影響から防護するということが安全の目的だと書いてあ

るわけですが、それとあわせて施設の運転、それから活動の実施を過度にあるいは不当に阻害

してはならないと、制限してはならないと、これが安全の目的とセットになっているわけです

ね。まさにこのところがかちっと安全をどう確保していくかという非常に重要なポイントであ

り、ＩＡＥＡが基本安全原則の一番最初に書いていることであると思います。 

 それで、実はその自主的安全ワーキンググループの安井先生、まとめていただいたあの報告

書の中では、何が書いてあったかというと、これから安全の確保のためにリスクガバナンスを

構築するんだということが書いてあるわけです。それとあわせて全体最適を図っていくんだと

いうことが書いてあります。 

 今日は、非常にそれぞれの組織からリスクガバナンスに関するこれまでの取組というのをご

紹介いただいたと。一方、これからそういう中でＡＴＥＮＡが新しく設立されて、今日規制と

の対話というようなお話もあったわけですが、どのようにその２つ目のポイントの全体最適を

達成していくかというところが重要な今後の課題であると思います。 

 じゃ、その全体最適をどうやればいいかというと、当然、全体最適にするわけなので、何ら

かの目安がないとできないわけですね。ただ自主的安全向上というのは全体最適につながって
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いかなくて、何かと何かをバランスよく達成することによって、そこにたどり着けるわけです。

そういう意味で、今日資料の中にも少しありましたが、例えば安全確保活動の目安としては、

安全目標でありますとか、原子力が地球温暖化に対して貢献する目標としては、地球温暖化の

目標に対してどうコミットできるかと。それから原子力がエネルギー源として、ベースロード

電源として使うためには、例えば経済性の目安、目標であるとか、そういう複合的な目標を立

てた上で、どうやって全体最適を図っていくかというところは、今日後半のところではそれを

目指すんだというようなご説明だったと理解しますので、ぜひ期待したいところだと思います。 

 それで、今後の話としては、幾つか重要なポイントが出されたと思います。まず規制と事業

者が対話をすると、これの原点は目標の共有ということになるんですが、今お話ししました原

子力のエネルギーに係る価値とか、安全の確保とか、リスクガバナンスというのは、規制側と

事業者でほぼ100％共有できる話なんだというふうに思います。実際に事業者はリスクガバナン

スを構築して、確立して、維持していくために、今日ガイドラインのご説明がありましたが、

リーダーシップとマネジメントが重要だという話もされたわけです。それから自主規制、これ

はＪＡＮＳＩが担われるわけですが、それと行政による規制、これが規制の両輪としてさらに

安全を向上していくと。そういう幾つかのキーワードが非常に出てきたという意味では、今後

の活動に非常に期待したいというふうに思います。 

 特に安全に関する最適化という意味では、例えばアメリカの原子力規制委員会は、実質的な

安全の向上に寄与しない不必要な規制の重荷と、実質的な安全の向上というのはサブスタンシ

ャル・インクリース・オブ・セーフティと、不必要な規制の重荷というのは、アンネセサリ

ー・レギュラトリー・バードンというふうに規制委員会みずからおっしゃっていて、そういう

ものを適正化していくという意思をお示しになっておられるわけです。今日のお話の中で、そ

ういった環境なり仕組みづくりというのが大分整ってきたと思いますから、ぜひそれを一歩進

めていただきたいと希望します。 

 あと最後に、地域と共生の話があって、やっぱり立地自治体は非常に重要なところで、１つ

残された課題は、じゃ、立地地域とかそういうところとどういう価値を共有して、何を全体最

適していくのかというのは、実はちゃんと議論されていないんだと思います。そこは今後の課

題として、ぜひ、この場であるのかわかりませんが、議論を深めていただきたいと思います。 

 以上です。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、まだ若干時間がありますので、私も１つだけ申し上げたいと思います。 
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 実は、先日、ＡＴＥＮＡのイベントに出席をさせていただきまして、そこで幾つか感じたこ

とがありますので、それをちょっとしゃべらせていただこうと思いますが、今日ご出席の遠藤

委員がコーディネーションされたそのパネルディスカッションがありまして、そこにフランス

とアメリカからで、フランスの方はフランスのＥＤＦの方でございましたけど、そこの方がや

はり、今日幾つか話題を、今、山口先生もおっしゃいましたし、それから豊永先生もおっしゃ

ったんですけど、要するに国民としてＣＯ２の削減という、そのベネフィットをもらっていると。

そういうことをやっぱり、かなり強力に広めているようですね。フランスですから、当然かも

しれないです。パリ協定の一番のまさに張本人でございますからね。 

 そういうある意味その国民、実を言うとＣＯ２に関しましては、皆様どのようにお考えかわか

りませんけれども、最近、私はどっちかというとそちらのほうが専門に近くなっちゃっている

んですけど、とにかく一旦温度が上がりますと、ＣＯ２の半減期、大気中の半減期というのは、

多分、まだよくわかっていないんですけど、ある科学者に言わせると１万年ぐらいじゃないか

と。一旦上った温度は、普通の人間の文化の範囲内じゃ下がらないですね。ということを考え

ると、先ほど山口先生が驚いておられた、ころっと団体の意見が変わったというのも、そうい

うところにベースがあるんですけど、ＣＯ２の大気中の半減期は１万年なんていう話って、日本

人、何人、知っているんだろうという感じがするんですね。 

 そういうことを考えると、やはりそういうことまで含めて、一言で言うとコミュニケーショ

ンが余りにかたくて、本当に自分たちの安全にかかわるところをおやりになろうとするけれど

も、国民レベルでやっぱりベネフィットがあるよみたいな話を余りされないような気がしてし

ようがない。 

 そのあたりはやはり、ご自分でやるのが嫌であれば、それは代弁者を立てればいいのであり

まして、いかようにでもなる。それは事実は事実ですから、科学は科学、サイエンスはサイエ

ンスなので、そういうことをおやりにならないと、やはり物事の本当の価値というのがニュー

トラルな立場から評価されないということになってしまうというような気がしております。 

 要するに、一言で言うとコミュニケーションがまだお下手ですねという、そういう気がいた

します。そのときにもかなり皮肉で何人かには申し上げたんですけど、原子力業界はどちらか

と言うと国民のご理解を得てと。ご理解を得てと言うには、その前に大体コミュニケーション

をしなきゃ無理でしょうという悪口を言っておるわけでありますけれども、ご理解は得られま

せん、だまっておられたら。というところをしっかりとやっていただけるのがＡＴＥＮＡかな

という気もしないでもありません。 

 というわけでございまして、先日の感想などを述べさせていただきました。 
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 最後、何か。 

○松野原子力政策課長 

 そうしたら、本日は本当にたくさんの大事なご指摘をいただいているかと思っています。先

ほど遠藤から申し上げたとおり、本日、確かにオフサイトを中心とした議論というのは、ちょ

っと重点で我々の説明からもしていなかったわけでございますけれども、先ほど資料７にもご

説明を少ししていますけれども、地域プラットフォームのような議論もこの場でもしていただ

いておりますし、また、次回になるかもしれませんけれども、ちょっとお時間をいただきまし

て、その後の我々の検討状況も含めてご報告をしながら、ご議論いただきたいと思います。 

 未然の防止に加えて、事故後の対処。昨年３月の段階で、この小委員会でも中間的な議論を

整理していただきました。でも、そのときでも、安全性の確保と加えて防災とか事故後の対応

ということで、ちょっと別で議論を当時は立ておりましたけれども、トータルとしてリスクと

クライシスという議論がございましたが、全体としてこの安全性というものにどう立ち向うの

かという議論をちょっとしていただければと思っておりますので、今後、資料を用意していき

たいというふうに思っているところでございます。 

 以上です。 

○安井委員長 

 何か追加のご意見がございましたら、まだ若干の時間がございますけど、いかがでございま

しょうか。どうぞ。 

○越智委員 

 時間が余ったら、１個聞いてみようかなと思っていた質問があるんですが、コミュニケーシ

ョンの方法自体もそうなんですけれども、コミュニケーションの場で、住民との対話とかいう

ところに出てこられる人たちを見ても、マネジメントレベルの職員の方で女性をほとんど拝見

したことがない、広報の方しか拝見したことがないというのが実情なんですね。実際に、ＡＴ

ＥＮＡさんでの管理職の方で、女性というのがどれぐらいの割合いらっしゃるのかというのは、

何人でもいいですけど、ちょっと素朴な疑問で、聞いてもよろしいでしょうか。 

○門上理事長 

 ご質問、ありがとうございます。大変申しわけないんですけど、技術屋の男性ばかりなんで、

女性は今のところ、そういう意味でのスペシャリストは置いておりません。トータルですね。

役員が５人いて、それでメンバー、スペシャリストが14名、トータル19名なので、まだ小世帯

でやっておりますので、いろんなご意見を聞いて、また反映していきたいと思います。 
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○越智委員 

 やっぱり、せめてスーパーで食材を買えたり子育てをできたりという、別に性別をこだわる

わけではないですけど、暮らしがちゃんとできる方を、コミュニケーションの中に入れてほし

いなと思いました。 

 以上です。 

○安井委員長 

 遠藤委員、どうぞ。 

○遠藤委員 

 私だけ発言をしていなかったので、時間が余ったので発言させていただきます。 

 いろんな、これまでＪＡＮＳＩだとかＮＲＲＣとか、活動、組織ができて、それで今回ＡＴ

ＥＮＡという組織ができたわけですけれども、何か規制庁との対話というようなコメントもあ

ったと思うんですが、こちら、その形をつくっても、中身のほうが充実しないと、枠をつくっ

てそれで終わりということになってしまって、それでは無意味になってしまうことになります

ので、過去を見てみると、ＪＡＮＳＩとかＮＲＲＣに期待をしていた部分というのがすごく高

かったんですけれども、実際にそのデータを使って、例えば表彰されたりとか、そういうこと

である種インセンティブになるような活動というものは努力をされてきたということはよく存

じているんですが、実際にその大きな政策の枠組みの中に刺さるとか、そういったような具体

的な事例というのはやっぱりまだ見られないということで、幾つも組織ができることで力が分

散してしまわないように、これは電事連も入れてなんですけれども、ある種大きな、今までの

組織の中の、伴委員もおっしゃられたんですけれども、その再編も含めたある種の大きな構想

に向かっていくということが、どこかの時点では必要になるのではないかなというふうに思っ

ております。 

 以上です。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 追加、どうぞ。 

○辰巳委員 

 ありがとうございます。いろんな仕組みができて、いろいろと取り組まなきゃいけないこと

というのが整理されているんだというふうに思うんですけれども、実際に、現場で働く人たち

ですね。その人たちの目線から見たときに、このやらなきゃいけないことの項目というか、中

身がどういうふうに整理されているのかというのが少し心配で、心配というか、わからなくて、
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どういうふうに、逆目線で、だから働く人たちの現場から見て何をどういうふうに整理されて

いるのかというのが、今日じゃなくて結構ですけれども、もしわかるんであればお願いしたい

なというのを、とても過重なことになっていれば混乱するんじゃなかろうかというふうに思い

ますもので。 

 以上です。 

○安井委員長 

 どういたしますか。後日でも結構ですし、今でも、もしお答えができる範囲で何かあれば。 

○森中専門委員 

 余り理解できていないような回答をするかもしれないですけれども、現場から見たときには、

こちらから見ているのとはかなり違いまして、発電所から見たときに、いつも一番相手にして

いるのはＪＡＮＳＩです。ＪＡＮＳＩの方が定期的にピアレビューにいらっしゃるし、ＪＡＮ

ＳＩの組織の中で、発電所と恒常的につき合う人を決めておりますので、こんなことは他の電

力ではどうなっているのと、その人に聞けば教えてくれる、そういう仕組みになっております。

ですから、発電所から見たとき、ＪＡＮＳＩはすごく見えている組織になっております。 

 一方、ＡＴＥＮＡはまだできたところですし、主に規制庁との対話を担います。ですから、

まだ現場からは見えていません。ほとんど見えていないと思っていいと思います。 

 逆に、ＮＲＲＣは、ちょっと高等なことをやっておりますので、例えばその代表炉として行

われている伊方の３号機は、ＮＲＲＣ関係の方が結構行って、四国電力さんと話をされている。

海外の方もいろいろ行っているのですが、その他の発電所から見たときにＮＲＲＣはまだそん

なに見えていない状態だと、私は認識しています。ですから、意外と思われるかもしれません

が、ＪＡＮＳＩが一番見えていて、身近です。 

○安井委員長 

 とりあえずそんなご回答で。まだ、もしご質問がもっと。 

○平岡事業戦略本部長 

 ＪＡＮＳＩの平岡でございます。 

 今、森中さんからご回答いただきまして、ありがとうございます。 

 私どもは、本日の資料を見ますと、ピアレビューというところにどうも特化して紹介をして

いただいておるんですが、これは４年に１回、30名以上の要員で、２週間かけて現場へ乗り込

んで、見るだけではなくて対話をしながら、悪い点を指摘していくという作業なんです。これ

だけではなくて、私どもは発電所にとっての家庭教師であります。 

 したがいまして、その日常からお困りになっているところに対してサポートする。我々が指
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摘したところをもっとよくするために、こういう活動がいい、いい活動があるよということを

紹介したり、そういうことをさせていただいておりますので、評価とその支援という両輪で、

実は活動させていただいております。 

 以上でございます。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。 

 また、追加を。 

○遠藤原子力基盤室長 

 すみません。先ほど辰巳先生からご指摘いただいた、現場の方に今、産業大の組織やいろん

な取組をしていただいているところがどう刺さっていくかと。これは私、主体ではございませ

ん。全プラント、一応、日本中の発電所、どんな感じかというのを見せていただいた上での感

想でございますが、実は関西電力さんのご説明をいただいている資料４をごらんいただきます

と、18ページに、安全性向上に関する基盤整備という資料をつくっていただいていまして、私、

実はいろいろ拝見した中で一番印象的でございましたのは、大飯の発電所を拝見をさせていた

だいたときに、原子力安全統括という副所長格の方がその下の副所長、技術、それから副所長

の事務の方と、うまくその安全ということで、チェック・アンド・バランスを働かせながら、

組織全体、関西電力さんの原子力事業本部ということだけではなくて、その現場の発電所の中

でも、こうした仕組みを働かせていると。 

 さらに所長さんとこの原子力安全統括の方で、全てのその管理職の方、発電所の管理職の方、

それからその下のラインの方々に、毎日その気づきの点と訓示のフィードバックを行うと。協

力会社の方々も１週間に一度、この所長と安全統括の方がフィードバックを行って、訓示をし

て、ほかの発電所であったような事故やヒヤリハット、気づきの点も全部フィードバックをし

ているというようなコミュニケーションをとっておられるのが、非常に印象的でございました。 

 特にこの原子力安全統括の方が、例えばＪＡＮＳＩさんからいただいたご指摘、それから電

事連さん、ＷＡＮＯからいただいたご指摘を、どういう形でその現場の実際にグラウンドレベ

ルで働いている親方と申しますか、そこの現場の方々にフィードバックをして、実際に第一線

で働く方にフィードバックをされるという仕組みが非常に印象的でございましたので、恐らく

こうした良好事例を各事業者さんにもいろいろ広げていただいて、ピアレビューをやっている

意味ですとか、それからいろいろな、何のためにその安全を目指していて、リスクガバナンス

をどうしていくのかという意味の膝詰めで対話をして、また現場の方からもフィードバックを

いただいて、どういうようなピアレビューをいただくのか、どのような指摘をいただくと気づ
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きの点があるのかという双方向の取組をしていくということを高めていただくことだと思いま

す。 

 すみません、私、主体ではございませんが。 

○安井委員長 

 ありがとうございました。そろそろ閉じちゃっていいですかね。よろしいですか。 

 はい、どうぞ。 

○中島委員 

 ちょっとこんな場で、こんなことを言うと怒られるかもしれないんですけど、私ども、私の

ところは小さいながら原子炉を持っていまして、やっぱり新規制対応で安全設備が入ったりと

か、品証をどんどん厳しくやれと、どんどん厳しい状況になって、なおかつ大学法人化以降は、

研究もそうですけど、管理側も人とお金がどんどん減らされているという状況で、かなり現場

力という意味では非常に厳しい。今、電力さん、一生懸命やられて、安全性向上ということで

いろんなことをやっていて、当然設備対応もしているし、組織の面でも新しい組織をつくって、

新しい役職をつくって、人を配置して、回しているということなんですが、そういうことによ

って、もしかして本当の現場の人たちが薄くなっちゃうというか、現場を見る人、やっぱり一

番大事なのは現場をしっかり見て、現場を動かすということが一番大事ですから、そこが抜け

て、何か外側の周りばかり、先ほど伴委員からも屋上屋を重ねるという言葉がありましたけれ

ども、もし、そういうことになるようだったら困るということなので、そこだけはしっかりと

していただきたいと思います。 

 よろしくお願いします。 

○安井委員長 

 ご要望ということでございました。 

 そろそろ終わってもいい時間になったような気がいたしますので、本日は、このぐらいゆっ

たりと議論ができると座長として大変楽でうれしいんですけれども、原子力の自主的安全性向

上につきまして、かなり十分な議論ができたように思います。 

 次回以降も同様に意見を深めてまいりたいと思ってございます。 

 それでは、まずは次回、今後のスケジュールにつきまして、事務局からお願いします。 

○松野原子力政策課長 

 日程につきまして、またご調整させていただいて、委員長にご相談した上でご連絡を差し上

げたいと思います。 

 以上でございます。 
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○安井委員長 

 まだ未定ということでございますね。 

○松野原子力政策課長 

 はい。 

○安井委員長 

 それでは、ご協力ありがとうございました。 

 これをもちまして第19回原子力小委員会、閉会とさせていただきます。 

ありがとうございました。 

－了－ 


